
 

 

 第 1 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

 

 

１ 想定される地震の規模、被害の状況 

 

 平成27年3月に策定された「第3次長野県地震被害想定調査報告書」において、長野県及び

その周辺における過去の被害地震や活断層の分布状況並びに県内各地域の地震被害の分布状況

を勘案して、発生が想定される地震が報告されています。（表－３、図－２） 

 

（表－３）想定地震等の概要 

種
類 

地震名 参考モデル 
長さ L 

(km) 

マグニチュード 
備考 計測震度等の予測 

Mj Mw 

内
陸
型
（
活
断
層
型
）
地
震 

長野盆地西縁

断層帯の地震 

地震調査委

員会(2009) 
58 7.8 7.1 ４ケース 

長野地域や北信地域西部を中心に震度６

強以上の揺れが生じ、地盤の液状化現象や

土砂災害が多数発生する。 

糸魚川

－静岡

構造線

断層帯

の地震 

全体 

文部科学省

研究開発局

ほか(2010) 

150 8.5 7.64 

構造探査

ベースモ

デル 

長野地域西部や大北地域、上小地域、松本

地域東部、諏訪地域、上伊那地域東部を中

心に広い範囲で震度６強以上の揺れが生

じ、地盤の液状化現象や土砂災害が多数発

生する。 

北側 84 8.0 7.14 

長野地域西部や大北地域、上小地域、松本

地域東部を中心に震度６強以上の揺れが

生じ、地盤の液状化現象や土砂災害が多数

発生する。 

南側 66 7.9 7.23 
諏訪地域、上伊那地域東部を中心に震度６

強以上の揺れが生じ、地盤の液状化現象や

土砂災害が多数発生する。 

伊那谷断層帯

（主部）の地震 

地震調査委

員会(2009) 
79 8.0 7.3 ４ケース 

上伊那地域西部や飯伊地域西部を中心に

震度６強以上の揺れが生じ、地盤の液状化

現象や土砂災害が多数発生する。 

阿寺断層帯（主

部南部）の地震 

地震調査委

員会(2009) 
60 7.8 7.2 ２ケース 

基礎地域と岐阜県との境界を中心に震度

６弱以上の揺れが生じ、被害は基礎地域南

部を中心に発生する。 

木曽山脈西縁

断層帯（主部北

部）の地震 

地震調査委

員会(2009) 
40 7.5 6.9 ２ケース 

上伊那地域西部や木曽地域東部を中心に

震度６強以上の揺れが生じ、地盤の液状化

現象や土砂災害が発生する。 

境峠・神谷断層

帯（主部）の地

震 

地震調査委

員会(2009) 
47 7.6 7.0 ４ケース 

木曽地域北部や上伊那地域西部、松本地域

南部を中心に震度６強以上の揺れが生じ、

地盤の液状化現象や土砂災害が発生する。 

海
溝
型
地
震 

想定東海地震 
中央防災会

議(2001) 
 8.0 8.0 １ケース 

飯伊地域東部や伊那谷を中心に震度５強

以上の揺れが生じ、地盤の液状化現象や土

砂災害が少し発生し、建物被害、人的被害、

停電や断水等のライフライン被害が発生

する。 

南海トラフ巨

大地震 基本

ケース 

内閣府

(2012) 
 9.0 9.0 １ケース 

飯伊地域から上伊那地域に掛けて伊那谷

や諏訪地域の一部で震度５強以上の揺れ

が生じ、地盤の液状化現象や土砂災害が少

し発生し、建物被害、人的被害、停電や断

水等のライフライン被害が発生する。 

南海トラフ巨

大地震 陸側

ケース 

内閣府

(2012) 
 9.0 9.0 １ケース 

飯伊地域、上伊那地域、諏訪盆地で震度６

弱以上の揺れが生じ、地盤の液状化現象や

土砂災害が発生し、建物被害、人的被害、

停電や断水等のライフライン被害が発生

する。 

（注）気象庁マグニチュード(Mj)とモーメントマグニチュード(Mw)について 
   断層による内陸の地震は、断層の長さ（推定）から気象庁マグニチュードを算出している。その

後、その断層の長さを用いて震源（波源）断層モデルを作成し、モーメントマグニチュードを求め
ている。 
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   プレート境界の海溝型地震は、震源（波源）断層の位置・大きさを設定し、モーメントマグニチ
ュードを求めている。M4～M8の海溝型地震ではＭｗ＝Mjであることから、これを外挿してMjを
求めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図－２） 長野県に大きな影響を与える主要活断層帯（名称表示）と被害地震の分布 

 

 

 

 

■ 長野県に被害をもたらした歴史地震 

 

「活断層詳細デジタルマップ」の活断層 

（中田・今泉、2002） 

● 
1940 年代以降、長野県内で震度５以上を記録した地

震 

 

地震調査研究推進本部地震調査委員会の長

期評価における主要活断層帯の地表位置 

      
「新編日本の活断層」の活断層（活断層研究会、1991） 

 

長野県（2002）の対象地震（活断層帯） 
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十日町断層帯   

長野盆地西縁断層帯   
（信濃川断層帯）   

境峠・神谷断層帯主部   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（北部１）   

霧訪山 - 奈良井断層帯   
（副断層）   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（北部 ２ ）   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（中部１）   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（中部 ２ ）   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（南部）   

木曽山脈西縁断層帯 主部   

阿寺断層帯 主部   

伊那谷断層帯 （主部）   

2011 年・長野県北部の地震   

2004 年・新潟県中越地震   

1847 年・善光寺地震   

1965 - 67 年・松代群発地震   

1984 年・長野県西部地震   

2011 年・長野県 中 部の地震   

境峠・神谷断層帯   

伊那谷断層帯 （南東部）   

糸魚川 - 静岡構造線   

伊那谷 断層帯   

清内路峠 断層帯   
（副断層）   

木曽山脈西縁断層帯   

2014 年・長野県神城断層地震   
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 また、想定地震後との計測震度（地表面）は下図に示すとおりとなります（図－３、－４、

－５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図－３）糸魚川―静岡構造線断層帯の地震  （図―４）糸魚川－静岡構造線断層帯の地震 

     の地表震度分布（全体：Mj８.５）       の地表震度分布（北側：Mj８.０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図－５）長野盆地西縁断層帯の地震 

     の地表震度分布（Mj７.８）     出典：第３次長野県地震被害想定調査報告書 
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 地震調査研究推進本部（※１）による評価・報告によると、糸魚川－静岡構造線断層帯北部

区間（小谷～明科）で３０年以内にM7.7程度の地震が発生する確率は0.008%～15％と全国

的にも比較的高い確率となっています。 

 

（表－4）発生が予想される地震に掛かる発生確率と活動予想 

種

類 
想定地震名 

30年以内の 

地震発生確率 
断層帯の将来の活動予想 

内
陸
型(

活
断
層
型)

地
震 

糸魚川－静岡構

造線断層帯の地

震（※２） 

北部区間 

（小谷―明科） 

0.008% 

～15% 

区間全体が1つの活動区間として活動する場合、Ｍ7.7

程度の地震が発生する可能性がある。この時、断層近

傍の地表面では、断層の東側が西側に対して相対的に

２－３ｍ程度高まる段差や撓みが生じると推定され

る。 

中北部区間 

（明科―諏訪湖南方） 

13% 

～30% 

区間全体が1つの活動区間として活動する場合、Ｍ7.6

程度の地震が発生する可能性がある。この時、断層近

傍の地表面では、最大９ｍ程度の左横ずれが生じると

推定される。 

中南部区間 

（諏訪湖北方－下蔦木） 

1％ 

～8％ 

区間全体が1つの活動区間として活動する場合、M7.4

程度の地震が発生する可能性がある。この時、断層近

傍の地表面では、６ｍ程度の左横ずれが生じる可能性

がある。 

南部区間 

（白州－富士見山） 

ほぼ0％ 

～0.1％ 

区間全体が1つの活動区間として活動する場合、Ｍ7.6

程度の地震が発生する可能性がある。この時、断層近

傍の地表面では、断層の西側が東側に対して相対的に

３ｍ程度高まる段差や撓みが生じると推定される。 

長野盆地西縁断

層帯の地震 
飯山－千曲 ほぼ0％ 

M7.4－7.8程度の地震が発生すると推定され、その際、

断層の近傍の地表面では、北西側が南東側に対して相

対的に２－３ｍ程度高まる段差や撓みが生じる可能性

があります。 

 

※１ 地震調査研究推進本部は、地震防災対策特別措置法に基づき文部科学省に設置された政

府の特別の機関です。本部長（文部科学大臣）と本部員（関係府省の事務次官等）から構

成され、その下に関係機関の職員及び学識経験者から構成される政策委員会と地震調査委

員会が設置されています。 

※２ H27.4地震調査研究推進本部による評価・報告。 

 

想定地震は地震防災対策を検討するために設定された地震であり、地震を予知したものでは 

なく、また、近い将来これらの地域で想定どおりの地震が発生することを必ずしも意味するも

のではありません。 
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（図－６）糸魚川－静岡構造線断層帯の活動区間 

出典 糸魚川―静岡構造線断層帯の長期評価（第二版） 
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（図－７）長野盆地西縁断層帯の活動区分 

                 出典 長野盆地西縁断層帯（信濃川断層帯）の長期評価 
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２ 耐震化の現状  

(1)  建築基準法における構造基準の改正 

    昭和53年の宮城県沖地震等の被害状況を受け、昭和56年に建築基準法の耐震関係規

定が見直されました（昭和56年６月１日施行、新耐震基準）。その後、発生した阪神・

淡路大震災において、昭和56年以前に建築されたもの（旧基準による）について被害が

大きかったことがわかっています（昭和57年以降の建築物では、大破及び中・小破の被

害があったものが全体の約1/4であったのに対し、昭和56年以前に建築したものでは約

2/3に達しています。）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 建築時期別の住宅の状況等 

   平成27年3月の「第3次長野県地震被害想定調査報告書」によると、村内の住宅総数

は、4,501棟であり、昭和55年以前に建築された木造住宅は、1，541棟で全体の34.2％

を占めています（表－５）。 

＊表－５は固定資産課税台帳上の実数であるため、「第3次長野県地震被害想定調査報告書」と差異があります。 

   （表－５）建築時期別住宅棟数 

                          （単位 戸、％） 

 平成19年 平成28年 令和3年度 

住宅総数 4,169 4,389 4,041 

 

うち昭和55年以前建築 
1,820 1,682 1,426 

43.66％ 38.32％ 35.29％ 

 

～S25 260 209 168 

S26～35 69 60 41 

S36～45 451 386 330 

S46～55 1,040 1,027 887 

うち昭和56年以降建築 
2,349 2,707 2,615 

56.34％ 61.68％ 64.71％ 

 

S56～H２ 845 834 688 

H３～12 1,089 1,101 979 

H13～ 415 772 948 

資料：固定資産課税台帳      

（出典：平成７年阪神・淡路大震災建築震災調査委員会の中間報告） 

軽微・無被害

軽微・無被害

中・小破

中・小破

大破以上

大破以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和５７年以降

（新耐震）

昭和５６年以前

《阪神・淡路大震災における建築時期による被害状況》
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村内の住宅を建方別に見ると、全体の約93％を占める戸建ての34％が昭和55年以前

に建築されており、住宅総数に対する割合は約32％を占めています。 

    一方、共同建ては全体の約 7％を占めていますが、昭和 55 年以前に建築された割合

は約 49％となっており、住宅総数に対する割合は約３％と低くなっています。（表－

６） 

 

   （表－６）建方別建築時期別の住宅戸数 

（単位：戸、％） 

 
住宅数 うち昭和 55 年以前建築 

 
構成比  

住宅数に 

対する割合 

戸建て 3,768 93.24％ 1,291 34.23% 

共同建て 273 6.76％ 134 49.08% 

計 4,041  1,425  

資料：固定資産課税台帳      

 

また、村では既存木造住宅等の耐震化を推進するため、平成16年度から、住まいの安

全「とうかい」防止対策事業（平成19年度から住宅・建築物耐震改修促進事業に改称）

を実施してきました。診断を実施した住宅は157戸で、そのうち7戸で耐震改修を行っ 

ています（表－７）。 

 

  （表－７） 耐震診断・改修の実績 

 

(3) 住宅の耐震化の現状 

新耐震基準で建築された昭和56年以降の住宅数に、旧耐震基準である昭和55年以前

に建築された住宅のうち耐震性を有するもの及び既に耐震改修を行い耐震性を有してい

るものを加えると3,277戸となり、村内における住宅の耐震化率は、現状で約81.1％

と推計されます（表－８）。 

 

 

 

 

耐震診断 Ｈ16～20 H21～25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 合計 

 
住  宅 126 14 ０ ５ ５ ５ １ ０ １ 157 

避難施設 9 ５ 0 ０ 0 0 0 ０ ０ 14 

耐震改修 6 ０ 0 0 １  0 0 ０ ０ ７ 
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（表－８） 住宅における耐震化の現状         （単位：戸、％） 

  

   平成 25 年 令和 3 年 

住宅総数（a） 4,286 4,041 

 

耐震性を満たすもの（b=d+f+g） 3,163 3,277 

耐震化率（c=b/a） 73.8％ 81.1％ 

昭和 56 年以降に建てられたもの（d） 2,466 2,615 

昭和 55 年以前に建てられたもの（e） 1,820 1,426 

 

既に耐震性を有するもの又は有していると

推測されるもの（f） 
691 655 

耐震改修を実施したことにより耐震性を有

しているもの（g） 
6 ７ 

耐震性を満たさないもの又は耐震性が不明

なもの（h） 
1,123 764 

 

※ 昭和56年に建築基準法の耐震関係規定が見直された（新耐震基準）ため、昭和56年以前と昭和57年以降

で分けることが必要ですが、根拠としている住宅・土地統計調査が５年ごとに実施されており、昭和55年と

昭和56年で分かれているため、住宅にあっては便宜上この区分を採用しています（以下同じ）。 

 

 

(4) 多数の者が利用する特定建築物の耐震化の現状 

村内に、多数の者が利用する特定建築物は７２棟あります。このうち昭和 56 年以前

に建築されたもの１１棟のうち、耐震性を有するもの又は耐震性を有すると推測される

もの４棟に昭和 57 年以降に建築されたもの８７棟を加えた９１棟が耐震性を有すると

考えられます。従って、多数の者が利用する特定建築物の耐震化率は現状で９２．９％

と推計されます（表－９、－1０）。 

 

（表－９） 特定建築物における耐震率の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定建築物総数（a） ９８ 

 

耐震性を満たすもの（b=d+f+g） ９１ 

耐震化率（c=b/a）   92.9％ 

昭和 57 年以降に建てられたもの（d） ８７ 

昭和 56 年以前に建てられたもの（e） １１ 

 

 
 

耐震性を有しているもの又は有して

いると推測されるもの（f） 
４ 

 
耐震性がないもの又はないと推測さ

れるもの（g） 
７ 
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（表－10） 多数の者が利用する特定建築物の耐震化の現状（詳細）        （単位：棟） 

多数の者が利用する 

特定建築物の区分 

Ⅰ  災 害

応 急 対 策

を 実 施す

る 拠 点と

な る 建築

物 

Ⅱ  災 害

時 に 避難

施 設 とな

る建築物 

Ⅲ  災 害

時 に 負傷

者 等 の対

応 を 行う

拠 点 とな

る建築物 

Ⅳ  被 災

時 要 援護

者 が 利用

す る 建築

物 

Ⅴ  そ の

他 の 建築

物 
合 計 

具体的な用途 

事務所（庁

舎等）、保

健 所 等公

益 的 な施

設 

学校（幼稚

園 を 除

く）、体育

館 

病院、診療

所 

幼稚園、保

育園、老人

ホーム、そ

の 他 の社

会 福 祉施

設 

ホテル、旅

館、工場、

共 同 住宅

（賃貸）等 
 

令和３年における棟総数（a） １ ８ ２ ５ ８２ ９８ 

 

 

 

耐震性を満たすも（b=d+f） １ 8 ２ ５ ７５ ９１ 

耐震化率（c=b/a）  100％ 100％ 100％  100％ ９１％ 92.9％ 

昭和 57 年以降に建築され

た棟数（d） 
０ ５ ２ ５ ７５ ８７ 

昭和 56 年以前に建築され

た棟数（e） 
１ ３ ０ ０ ７ １１ 

 

耐震性を有しているも

の又は有すると推測さ

れるもの（f） 

１ ３ ０ ０ ０ ４ 

耐震性がないもの又は

ないと推測されるもの

（g） 

０ ０ ０ ０ ７ ７ 
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(5)要安全確認計画記載建築物の耐震化の促進 

地震によって建築物が倒壊した場合に、多数の者の円滑な避難を困難にすることを防

ぐため、沿道建築物耐震化促進路線を指定し、その沿道建築物のうち一定の条件（※１）

に該当する建築物についての耐震化を促進します。 

    本計画策定時においてその対象となる可能性のある建築物は、国道 148 号沿いに数

棟あります。今後沿道建築物の実態調査等を実施し、耐震診断を義務付ける道路（以下

「耐震診断義務化路線」という。）の指定を検討します。指定後には、耐震診断義務化路

線沿道の耐震化促進の対象となる建築物の所有者に対して耐震診断及び耐震改修を実施

するよう働きかけを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 耐震化促進の対象となる沿道建築物の条件 

 

  耐震化促進の対象となる建築物は以下の条件がすべてあてはまるもの。 

 

（１）昭和56年５月31日以前に着工した建築物（旧耐震建築物） 

（２）前面道路（沿道建築物耐震化促進路線）の幅員に対して、①または②に 

   該当する建築物 

 

   ①前面道路が12ｍを超える場合（Ｌ＞12）、幅員の1/2の高さを超え

る建築物        

   ②前面道路が12ｍ以下の場合（Ｌ≦12）、高さ６ｍを超える建築物 
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３ 耐震改修等の目標の設定 

(1) 建替等に伴う更新による耐震化率の推計 

今後の５年間においても、建築物の老朽化等に伴う建替えや除却により、耐震性を満

たさない建築物が減るため、建築物全体における耐震化率は向上します（以下「建替等

に伴う更新」という。）。 

これまでの建替え等の動向を踏まえ、これまでと同じペースで建替え等が推移すると

した場合の令和７年時点における住宅の耐震化率を推計します（表－11）。 

 

（表－11） 建替等に伴う更新による住宅の耐震化率の推計             （単位：戸） 

※住宅の総数については（表－５）建築時期別住宅棟数の比率を活用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 1８年 平成 25 年 令和３年 令和７年 

 

住宅の総数 (a) ４,１６９ ４,２８６ ４,０４１ ３,７３８ 

 耐震性を満たすもの（b=d+f+g） ２,６５１ ３,１６３ ３,２７７ ３,０８１ 

  

耐震化率（c=b/a） 63.6％ 73.8% 81.１％ 82.4％ 

昭和 56 年以降に建てられたもの（d） ２,３４９ ２,４６６ ２,６１５ ２,５２６ 

昭和 55 年以前に建てられたもの（e） １,８２０ １,８２０ １,４２６ １,２１２ 

 

 

耐震診断結果が耐震上支障がないとさ

れるもの（f） 
 ２９７ ６９１ ６５５ ５４５ 

 
耐震改修を実施したことにより耐震性

を有するもの（g） 
   ５ 6 ７ １０ 

 耐震性が不十分なもの（h） １,５１８ １,１２３ ７６４ ６５７ 
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また、同様にこれまでと同じペースで建替え等が推移した場合の令和 7 年時点におけ

る多数の者が利用する特定建築物の耐震化率を推計します（表－12）。 

 

（表－12） 建替等に伴う更新による令和 2 年における多数の者が利用する特定建築物の耐震化率の推計（単位：棟） 

多数の者が利用する 

特定建築物の区分 

Ⅰ 災害応

急対策を実

施する拠点

となる建築

物 

Ⅱ 災害時

に避難施設

となる建築

物 

Ⅲ 災害時

に負傷者等

の対応を行

う拠点とな

る建築物 

Ⅳ 被災時

要援護者が

利用する建

築物 

Ⅴ その他

の建築物 

合 計 

具体的な用途 

事務所（庁

舎等）、保健

所等公益的

な施設 

学校（幼稚

園を除く）、

体育館 

病院、診療

所 

幼稚園、保

育園、老人ホ

ーム、その

他の社会福

祉施設 

ホテル、旅

館、工場、

共 同 住 宅

（賃貸）等 

 

令和３年における 

棟総数（a） 
1 8 2 5 82 98 

令和７年における 

総棟数（推計値）（b） 
1 8 ２ 5 85 101 

 
耐震性を満たすもの

（c=e+g） 
1 ８ ２ 5 78 94 

耐震化率(d=c/b) 100% 100% 100% 100% 91.7% 92.9% 

昭和57年以降に建築

された棟数（e） 
0 ４ ２ ５ 55 66 

昭和56年以前に建築

された棟数（f） 
1 ４ 0 0 ７ 12 

 耐震性を有している

もの又は有している

と推測されるもの（g） 

0 ４ 0 0 0 ４ 

耐震性がないもの又

はないと推測される

もの（h） 

0 ０ 0 0 ７ 7 

※コロナウイルス感染拡大の影響があることから特定建築物の推移については微増と仮定する。 

 

(2) 耐震化率の目標の設定 

国の基本方針において、住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率について、令

和 2 年までに少なくとも９５％にするとともに、令和 7 年までに「耐震性が不十分な住

宅を概ね解消する」ことを目標としていますが、長野県において想定される地震の規模、

被害の状況及び現状の耐震化率を踏まえ、令和 7 年における耐震化率の目標を以下のと

おりとします。 
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ア 住宅については、耐震化率の目標を 9２％とします。 

イ 多数の者が利用する特定建築物については、耐震化率の目標を 9５％とします。 

 

目標の達成に向けては、今後５年間で建替等に伴う更新による実施数に加え、村民に

対する周知や施策の推進により、住宅にあっては３５８戸の、多数の者が利用する特定

建築物にあっては２棟の耐震改修が必要になります。 

（表－13、14－１） 

 

（表－13）令和３年における住宅の耐震化率の目標              （単位：戸） 

 

 住宅 

令和３年における住宅総数（a） 4,041 

 

耐震性を満たすもの（b） 3,277 

耐震化率（c=b/a） 81.1％ 

令和 7 年における住宅総数の推計値（d）  ３,７３８ 

 

建替え等がこのままの状況で推移した場合、令和 7 年の

時点で耐震性を満たすと推測されるもの（建替え等に伴

う更新による）（e） 

３,０８１ 

建替え等に伴う更新による令和７年における耐震化率

（f=e/d） 
82.4％ 

目標（92％）を達成するために令和 2 年時点で耐震性

を満たす必要がある戸数（g） 
３,４３９ 

 令和７年までに耐震改修が必要な戸数（h=g-e） ３５８ 

令和 7 年における耐震化率の目標（i=g/d） 9２.0% 
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（表－14－1）令和 7 年における特定建築物の耐震化率の目標           （単位：棟） 

 

(3) 地震災害時に特に重要となる建築物の耐震化の促進 

地震災害時に、避難施設となる学校等やけが人の手当を行う病院・診療所及び災害弱

者が利用する社会福祉施設等については、規模や設置主体（民間又は公共）に関わらず、

特に耐震化の促進が必要な建築物です。 

多数の者が利用する特定建築物について地震防災上の観点から、用途を５つの区分に

分類し、そのそれぞれについて現状の耐震化の状況等を踏まえ、次のとおり目標を設定

します。（表－14－2） 

また特定建築物として取り扱われない小規模で防災計画で指定されている公民館等の

避難施設についても目標を設定します。（表－14－３） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 多数の者が利用する特定建築物 

令和３年における棟総数（a） ９８ 

 
耐震性を満たすもの(b) ９１ 

耐震化率(c=b/a) 92.9％ 

令和７年における棟総数の推計値（d） １０１ 

 

 

 

 

建替え等がこのままの状況で推移した場合、令和７年の時点

で耐震性を満たすと推測されるもの（建替等に伴う更新によ

る）(e) 

９４ 

建替等に伴う更新による令和７年における耐震化率

（f=e/d） 
93％ 

 

目標(95％)を達成するために令和７年時点で耐震性を満た

す必要がある棟数(g) 
９６ 

 令和７年までに耐震改修が必要な棟数（h=g-e） 2 

令和７年における耐震化率の目標(i=g/d) 9５％ 

Ⅰ 災害応急対策を実施する拠点となる建築物      100％ 

Ⅱ 災害時に避難施設となる建築物          100％ 

Ⅲ 災害時に負傷者等の対応を行う拠点となる建築物  100％ 

Ⅳ 被災時要援護者が利用する建築物         100％ 

Ⅴ その他の建築物                  97％ 

Ⅵ 特定建築物以外の避難施設            100％ 
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（表－14－2）令和 7 年における特定建築物の耐震化率の目標（詳細）       （単位：棟） 

多数の者が利用する 

特定建築物の区分 

Ⅰ 災害

応急対策

を実施す

る拠点と

なる建築

物 

Ⅱ災 害時

に避難施設

となる建築

物 

Ⅲ 災害時

に負傷者等

の対応を行

う拠点とな

る建築物 

Ⅳ 被災時

要援護者が

利用する建

築物 

Ⅴ その他

の建築物 

合 計 

具体的な用途 

事 務 所

（ 庁 舎

等）、保健

所等公益

的な施設 

学校（幼稚

園を除く）、

体育館 

病院、診療

所 

幼稚園、保

育園、老人ホ

ーム、その他

の社会福祉

施設 

ホテル、旅

館、工場、

共 同 住 宅

（賃貸）等 

 

令和 3 年における棟総数（a） １ ８ ２ ５ ８２ ９８ 

 

耐震性を満たすもの(b) １ ８ ２ ５ ７５ ９１ 

耐震化率(c=b/a) 100％  100％ 100％  100％   91％  92.9％ 

令和７年における棟総数の

推計値（d） 
１ ８ ２ ５ ８５ １０１ 

 

建替え等がこのままの状

況で推移した場合、平成令

和 7 年の時点で耐震性を

満たすと推測されるもの

（建替等に伴う更新）(e) 

１ ８ ２ ５ ７８ ９４ 

建替等に伴う更新による

令和７年における耐震化

率（f=e/d） 

0％ 71％ 100％ 100％ ９１％ ９３％ 

 

目標を達成するために令

和 7 年時点で耐震性を満

たす必要がある棟数(g) 

１ ８ ２ ５ ８０ ９６ 

 

令和7年までに耐震改修

が必要な棟数 

（h=g-e） 

０ ０ 0 0 ２ ５ 

 
 

令和 7 年における 

用途区分別の 

耐震化率の目標 

100％ 100％ 100％ 100％ 9４％ 95％ 
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 （表－14－３）特定建築物以外の避難施設の耐震化率の目標（詳細）       （単位：棟） 

特定建築物以外の避難施設 

Ⅱ 災害時

に避難施設

となる建築

物 

Ⅱ  災害時

に避難施設

となる建築

物 

合 計 

具体的な用途 公民館 体育館  

令和３年における棟総数（a） ６ ４ １０ 

 

耐震性を満たすもの(b) ６ ２ ８ 

耐震化率(c=b/a) １００％ ５０% ８０% 

令和７年における棟総数の推計値（d） ６ ４ １０ 

 

建替え等がこのままの状況で推移した場合、令和７年の時点で耐震

性を満たすと推測されるもの（建替等に伴う更新）(e) 
６ ３ ９ 

建替等に伴う更新による令和７年における耐震化率（f=e/d） １００％ ７５% ９０% 

 

目標を達成するために令和３年時点で耐震性を満たす必要がある棟

数(g) 
０ １ １ 

 
令和７年までに耐震改修が必要な棟数 

（h=g-e） 
０ １ １ 

 
 

令和７年における用途区分別の耐震化率の目標 １００% １００% １００% 

 

４ 公共建築物の耐震化の目標等 

公共建築物は、災害時に、①庁舎は被害情報の収集や災害対策指示が行われ、②学校は

避難場所等として活用され、③病院は災害による負傷者の治療が行われるなど、多くの公

共建築物が応急活動の拠点として活用されます。このため、災害時の拠点施設としての機

能確保の観点から耐震化を進める必要があります。 

公共建築物のうち村有施設（以下「村有施設」という。）にあっては、以下の考え方に

沿って耐震化を推進します。 

 

(1)  村有施設の耐震化の基本方針 

村有施設については、災害時に拠点となる施設及び多数の者が利用する特定建築物（以

下「災害拠点施設等」という。）に関し、重点的に耐震化を進めることとします。 

 

(2)  村有施設の耐震化の現状と目標 

現在、村有施設のうち災害拠点施設等（村営住宅を除く。以下同じ。）は６棟あり、昭

和 56 年以前に建てられたものが３棟（構成比５０％）で、そのうち全ての施設で耐震
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性を有しており現状での耐震化率は１００％となります。 

村有施設の令和７年における耐震化率の目標は、災害拠点施設等において、引き続き

100％とします（表－15）。 

 

（表－15）村有施設のうち災害拠点施設等の耐震化の現状及び目標          （単位：棟） 

建築物の分類 
本庁舎、 
支所庁舎、 
消防署等 

小中学校、

体育館 

病院、 

診療所 

社会福祉 

施設等 

左記以外の

用途 
合 計 

総棟数（a=d+e） 1 ２ 0 3 ０ ６ 

 耐震性があると判断され
るもの （b=d+f） 

１ ２ 0 ３ ０ 6 

 
耐震化率 
（c=b/a） 

１００% 100% ― １００% ― １００% 

昭和 57 年以降に建築さ
れた棟数（d） 

0 １ 0 2 ０ ３ 

昭和 56 年以前に建築さ
れた棟数（e） 

1 １ 0 1 ０ ３ 

 耐震性を有するもの
又は有すると推測さ
れるもの（f） 

１ １ 0 １ 0 0 

耐震化が必要なも
の）（ｇ）※ 

０ 0 0 ０ ０ ０ 

 

令和７年における 

耐震化率の目標 
100％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記、耐震化には、除却・改築等を含む。 



 

 

 第 1 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

 (3) 公営住宅（村営住宅）の耐震化の現状及び目標 

村有施設のうち村営住宅は、５団地、１３棟、24 戸を管理しています（令和３年４

月１日現在）。そのうち昭和 56 年以前に建築されたものは３棟で、いずれも平成 29 年

に耐震化改修が行われており、現在の耐震化率は１００％となっています。 

    

（表－16）村営住宅の耐震化の現状             (単位：棟) 

建築物の分類 低 層 

合  計 
構造・規模等 平屋 

総棟数（a） 

（構成比） 

１３ 

(１００%) 

１３ 

(100%) 

耐震性を満たしているもの（b） １３ １３ 

耐震化率(c=b/a) １００％ １００％ 

昭和 57 年以降に建築された棟数

（d） 
１０ １０ 

昭和 56 年以前に建築された棟数 

（e） 
３ ３ 

 

 
耐震性を有するもの（f） ３ ３ 

未診断(g) ０ ０ 

耐震化率の目標(h) 100％ 100％ 

 

 

 

(5) 耐震診断結果の公表等 

村有施設にあっては、耐震化の状況を、別途村のホームページ等で公表することとし

ます。 

 


